
令和２年度　事務事業総点検表（１次評価）

建設局

建
設
政
策
課

1249
地籍調査事
業

H 25 ～
市

（委託）

大規模災害時の迅速
な復旧復興への備え
として、道路や水路等
の境界を明確にする。

法務局所管の公図や
登記情報をもとに、土
地所有者との現地立
会調査にて土地の境
界を確認し、その結果
を簿冊や地図に取りま
とめ、法務局へ送付す
ることで、地図等を整
備する。

地籍調査業務の
実施件数

10件 10件
一
般
64,521 6,200 52,030 7.0 2.0

建
設
政
策
課

1250

急傾斜地崩
壊対策事業
費

- ～
市

（委託）

急傾斜地の崩壊によ
る土砂災害から市民
の生命を保護する。

急傾斜地崩壊危険区
域指定促進にかかる
測量を実施し、区域
（案）を作成する。

測量箇所数 2箇所 6箇所
一
般
18,000 - 13,411 1.0 0.0

建
設
政
策
課

1251

急傾斜地崩
壊対策事業
費負担金

- ～
補助等
（交付先）

急傾斜地の崩壊によ
る土砂災害から市民
の生命を保護する。

県が実施する急傾斜
地崩防止工事費の一
部を負担する。

負担金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
負担金を
交付

遅滞なく
負担金を
交付

一
般
97,495 - 97,495 0.1 0.0

建
設
政
策
課

1252

公共事業評
価委員会運
営事務費

H 12 ～
市

（直営）

農林水産部､都市局､
建設局､下水道部等が
所管する公共事業（国
庫補助事業及び交付
金事業）の効率性、実
施過程の透明性の一
層の向上を図る｡

委員会は市長から諮
問された事業につい
て必要性や対応方針
等について審議し、結
果を市長に答申する｡
また、市HP等に結果
を公表する。

①委員会の開催
回数
②結果の公表

①2回
②実施

①１回
②実施

一
般

69 - 58 0.7 0.0

建
設
政
策
課

1253

建設局事業
概要作成業
務

H 19 ～
市

（直営・委
託）

建設局の事業整備方
針や､予算内訳､実施
している事業を説明す
る資料のデータを作成
し､建設局への理解を
深めてもらう｡

本市の紹介､市･建設
局予算､取り組みを説
明した資料データの
作成業務を委託する｡
ホームページにて
データを公開する。

①資料原稿の校
正
回数
②ホームページへ
の公開（更新回
数）

①４回
②１回

①４回
②１回

一
般

100 - 79 0.2 0.0

建
設
政
策
課

1254

公共用地取
得関連の法
令研修に関
する事務

H 26 ～
市

（直営）

公共用地を円滑に取
得するため、用地取
得・補償に関する専門
的知識を有する職員
を育成する。
新任職員について
は、用地取得事務の
基礎を早期に習得さ
せる。

研修計画の確認、関
係各課への紹介及び
研修受講者の調整等
を行う。

研修回数
①課主催研修
②派遣研修

①３回
②５回

①３回
②７回

一
般
1,117 - 78 0.2 0.0

建
設
政
策
課

1255

由比地すべ
り対策事業
促進期成同
盟会補助金

H 18 ～
補助等
（交付先）

由比地区に豪雨や南
海トラフの巨大地震等
により大規模な地すべ
りが発生するおそれが
があることに鑑み、地
すべり対策の抜本的
強化を促進する。

国土交通省、その他
関係機関へ事業促進
活動を行う。

①補助金交付
②要望活動の実
施回数

①実施
②3回

①実施
②3回

一
般

50 - 50 0.1 0.0

技
術
政
策
課

1256
技術職員研
修事業

- ～
市

（直営）

研修を通して、確かな
基礎技術力と高度な
専門知識を持つ技術
職員の育成を図る。

①集合研修を開催し、
技術知識の習得を図
る。
②外部研修機関に技
術職員を派遣し、高度
な専門知識の習得を
図る。

①効果的な集合
研修の実施
②確実な派遣研
修の実施

①技術
研修の
延べ受
講者数
650人以
上の達
成
②派遣
職員20
人以上
の達成

①727人
②12人

一
般
3,547 0 1,806 3.0 0.5

会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名



Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29

災害発生の可能
性が高い区域の
地籍調査実施面
積（換算面積）

29ha 13ha 17ha 25ha

本年度の調査予定面積に対する
実施工程の換算面積率により目標
値（換算面積）を設定した。

＊換算面積：地籍調査の各工程
に割り当てられた全工程の総和が
1に等しくなる比率（換算面積率）と
調査面積との積

29ha A A
実施地区すべて委託発注し、着実
に事業を推進しており、目標を達
成できているため。

更なる事業進捗を図るため、津波
浸水想定区域において、短期間
で広範囲の調査が可能となる官民
境界を先行して調査する新たな手
法などを取り入れる。

県の急傾斜崩壊
対策事業促進に
向けた申請箇所
数

２箇所 ５箇所 ２箇所 ５箇所

急傾斜地の崩壊による土砂災害
から、市民の生命の保護を目的と
した急傾斜地崩壊対策事業を促
進するため概成予定箇所数と同等
の箇所を申請箇所数と設定した。

４箇所 S A

測量等業務を滞りなく発注、年度
内に確実に完成できたため。
　なお、急傾斜地崩壊危険区域指
定の詳細設計について県と協議
が整った区域については、追加分
として業務完了させ、区域指定を
県へ申請することができた。

県事業において、本市域の急傾
斜地崩壊危険区域指定を促進し
早期施工することを目的に、市が
行っているものである。今後も引き
続き、計画どおり推進できるよう県
と連携し協議を整えていく。

県の急傾斜地崩
壊対策工事の概
成箇所数

２箇所 １箇所 ４箇所 ５箇所
直近３ヶ年の実績から２箇所として
目標値を設定した。

４箇所 S A

県と連絡を密に取り合い、急傾斜
地崩壊対策事業の促進に努め、
遅滞なく負担金交付事務を完了
し、目標を上回ったため。

急傾斜地崩壊対策事業の整備が
進むように努め、来年度の事業予
定箇所について、県と連携した地
元・関係機関調整を行い、整備促
進の働きかけを行う。

答申件数 ５件 19件 ４件 ３件
事業課に評価対象事業の予定件
数を調査し、集計した件数を目標
値として設定した。

５件 A A

事前審査、本審査、計２回の開催
予定のうち、コロナ対策のため本
審査１回の開催としたが、予定の
答申件数を行うことができ、目標値
を達成できているため。

今後も事前審査が省略されること
が考えられるため、審査が円滑か
つ十分に審議されるよう配慮する。

ホームページのア
クセス件数

600件 645件 542件 530件

28年度より委託による冊子の印刷
を廃止し、データ作成のみとしたた
め、指標をホームページアクセス
件数に変更。前年の実績などを参
考にして目標値を設定した。

606件 A A 目標を達成できているため。

資料があることをイベントなどでＰＲ
する。
資料の掲載内容を見直し、より建
設局の魅力を伝える内容にする。

課主催の研修の
理解度（確認テス
トにより検証）

70% 84% 86% -

研修の理解度として70％は必要で
あるとして目標値を設定した。
（H30から成果指標を変更。H29ま
で研修の満足度）

79% S A
活動指標・成果指標がともに目標
値を上回ったが、進め方等につい
て更に改善の余地があるため。

研修アンケートを確認すると、基礎
的な部分から説明してほしいとの
意見があることから、随時内容を見
直していく。

①役員総会の開
催回数
（事業説明会含
む）
②要望活動の実
施回数

①１回
②３回

①１回
②３回

①１回
②３回

①１回
②３回

①役員総会の開催は、１回を目標
値として設定した。
②要望活動は、国土交通省本省と
中部地方整備局、富士砂防事務
所に要望活動を実施するため、３
回を目標値として設定した。

①1回
②3回

①A
②A

A

総会開催及び要望活動につい
て、ともに計画どおりに実施するこ
とができた。なお、国土交通省中
部地方整備局は、WEB方式による
要望活動とした。

地すべり対策事業の整備が進むよ
うに努めるとともに、国と連携した
地元調整及び市関係課との調整
を図り、整備促進の働きかけを行
う。

「研修内容が技術
力向上に役立つ」
と思った受講者の
割合

86% 86% 82% 92%
研修後に実施する研修効果に関
するアンケートの直近３か年の平
均値を目標値とした。

98% S A

　成果指標の実績は12％増とな
り、必要とされている研修を実施で
きていると評価される。
　しかし、新型コロナウイルス感染
症の影響により、年度始めの研修
については、配布資料や研修動
画による自習を行ったものがあり、
集合形式の研修受講者は令和元
年度から減少している。また、派遣
研修についても、講座が中止と
なった影響で、受講者数は減少し
ている。
　そのため、総合的に評価し、「A」
とした。

　引続き、当面は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により受講者数
を制限した研修の開催、派遣研修
の中止等の可能性があるため、活
動指標は落ち込むことが見込まれ
る。
　継続して研修の開催方法及び内
容を検証し、業務に活用できる研
修を実施する必要がある。

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

技
術
政
策
課

1257
設計管理業
務支援業務

- ～
市

（委託）

建設工事の設計積算
システムについて、業
務に支障が出ない安
定的な運用管理を行
う。

土木、建築工事の設
計積算システムの運
用管理

システムの運用管
理に関する業務の
委託

４件 ４件
一
般

59,241 0 43,621 4.0 0.0

土
木
管
理
課

1258

道路台帳の
管理・補正
業務

- ～
市

（直営・委
託）

道路法に基づき、市
道の認定、廃止、変更
等及び市の管理する
国県道の区域変更事
務を行う。

①前年度市道認定箇
所と道路形状変更箇
所の道路台帳補正
②道路台帳システム
の管理
③地方交付税算定基
礎資料等としての対応

①道路台帳補正
②道路台帳システ
ム定期点検
③普通交付税算
定基礎資料作成

①５回
②２回
③１回

①５回
②２回
③１回

一
般

41,693 ― 41,258 2.0 0.0

土
木
管
理
課

1259
市道認定等
事務

- ～
市

（直営）

道路法に基づき、市
道の認定、廃止、変更
等及び市の管理する
国県道の区域変更事
務を行う。

①道路法に基づき、
市道の認定、廃止、変
更等及び国県道の区
域変更など議案の作
成
②告示等の事務

①年４回の議案作
成
②議案及びそれ
以外の告示手続
き
③市道認定事前
調査

①30件
②150件
③10件

①36件
②254件
③17件

一
般

234 ― 231 3.0 0.0

土
木
管
理
課

1260

道水路用地
に係る測量・
分筆等登記
及び調査事
務

- ～
市

（直営・委
託）

建設局が管理する道
水路用地の権原取得

①道水路用地取得の
ための調査、測量及
び分筆登記委託業務

①委託業務に係
る単価契約（10
月）
②依頼案件の受
付（4，6，9,11月）
③発注業務の実
施（4～2月）

①１件
②65件
③65件

①１件
②46件
③73件

一
般

36,828 ― 32,836 5.0 2.0

土
木
管
理
課

1261

道路、河川
占用許可事
務

- ～
市

（直営）

市内の国県市道の占
用、県移譲河川及び
準用河川の占用、法
定外公共物土地占用
許可事務

①市内の国県市道の
占用許可事務
②県移譲河川及び準
用河川の占用許可事
務
③法定外公共物土地
占用許可事務

①道路法第24条
及び第32条の道
路占用の許可書
を発行及び占用
料徴収
②県から移譲され
た５河川及び準用
河川の占用許可
書発行及び占用
料徴収
③法定外公共物
占用の許可書を
発行及び占用料
徴収

12,000件 9,801件
一
般

6,187 ― 5,544 8.0 3.0

土
木
管
理
課

1262
境界確定事
務

- ～
市

（直営・委
託）

土地の売買や分筆を
する場合、隣接土地
所有者の境界確認が
必要なため、公共施
設用地の所有者として
境界を確認する。

道路や水路等の公共
施設用地と、民有地と
の境界確定事務

境界確定申請件
数

1,200件 1172件
一
般

7,989 ― 7,893 10.0 3.0

河
川
課

1263
河川維持管
理経費

－ -
市

（直営・委
託）

・河川の流下能力を維
持するとともに、雨天
時にポンプ等の河川
管理施設が機能する
よう、適正な維持管理
を行う。

①市管理河川の点検
②護岸等の修繕、浚
渫、堆積土の除去、除
草等
③排水ポンプ等河川
管理施設の保守点検

①河川パトロール
の実施（主要36河
川）
②修繕工事及び
委託（浚渫等）実
施
③排水ポンプ保
守点検（17基）

①2回
②190件
(修繕)、
250件(委
託)
③1回

①2回
②183件
(修繕)、
227件(委

託)
③1回

一
般

293,242 0 291,501 6.1 0.0

河
川
課

1264
移譲河川維
持管理経費

－ -
市

（直営・委
託）

・県から移譲を受けた
一、二級河川（5河川）
の機能を損なわないよ
う、適正な維持管理を
行う。

①浜川水門の保守点
検
②移譲河川の点検、
修繕、堆積土除去等

①浜川水門の保
守点検
②堆積土除去等
実施

①6回
②5件

①6回
②9件

一
般

22,247 0 20,177 1.7 0.0

河
川
課

1265
河川改修事
業費

－ -
市

（委託）

・浸水被害軽減のた
め、流下能力が不足し
ている河川について、
護岸の改修等を行う。

護岸工事等の河川改
修事業の実施

工事実施（浸水対
策推進プラン地
区）

２地区２
河川
(進捗率
36%)

２地区２
河川

(進捗率
28%)

一
般

1,078,247 444,632 1,050,365 7.9 0.0
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

年間通して安定し
た運用管理

業務
に支
障を
及ぼ
す重
大な
システ
ム障
害０件

０件 ０件 ０件

設計積算システムにおける障害は
工事施工課への影響が大きいた
め、重大な障害を発生させないこ
とを目標値とした。

０件 A A
年間を通して、安定した運用管理
を行うことが出来た。

引き続き、委託業者と連携を図り、
現行システムの安定した運用管理
を行う。

①道路台帳補正
委託業務進捗率

①
100%

①
100%

①
100%

①
100%

①工事等で道路の延長や幅員が
変更になった箇所を道路台帳に
反映させるもの。変更となった箇所
については、全て台帳に反映させ
るため、目標値を100％と設定し
た。

100% A A
　業務委託により、補正の更新が
100％完了したため

・補正業務の早期発注に向けた関
係課との調整及びデータの精査。
・市ホームページで提供している
道路台帳情報サービスの円滑な
運営及び適正な管理。

①告示依頼に対
する告示完了率

①
100%

①
100%
（226
件）

①
100%
（242
件）

①
100%
（312
件）

①市が管理する道路に変更が生
じた場合は、道路法に基づき、速
やかに公示すべきであるため、告
示依頼に対し目標値を100％と設
定した。

100% A A
　各道路整備課等から提出された
案件について100％処理済みであ
るため

・事前調査、議案（認定・路線変
更・廃止）、告示（認定、路線変
更、廃止、区域決定・変更、供用
開始等）の的確な事務執行。
・道路部各課、他局関係課との緊
密な連絡調整。

①登記処理完了
率

①
100%

①
100%
（522
筆）

①
100%
（670
筆）

①
100%
（1,05
3筆）

①依頼案件に対して遅延なく登記
を完了させ、適切な財産管理をす
べきため、目標値を100％として設
定した。

①
100％
（548
筆）

①A A
・依頼案件に対しての発注業務と
登記処理事務の完了が100％のた

め

・発注案件は年度末までに処理を
完了する必要があるが、地権者と
の調整に時間がかかり、処理期間
が延びる懸念があるため、各事業
課との綿密な調整が必要。

①申請に対する
占用許可の割合

①
100%

①
100%
(11,83
9件)

①
100%
(12,19
3件)

①
100%
(13,13
1件)

①占用許可は標準処理期間が定
められていることから、標準期間内
処理の実施率を100％として設定
した。
（件数は、更新分を含む）

①
100％ ①A A

・占用申請の標準期間内処理に
対する達成率が100％のため

・申請書類の不備による手戻り、停
滞が生じないように、窓口での書
類のチェックを徹底するとともに、
申請書の書き方等を窓口や市の
ホームページで周知する。

確定図受理後、二
週間以内の確定
通知発行割合

90% 96% 98% 98%

境界確定は行政処分でないため
標準処理期間がないことから、決
裁審査における期間設定を２週間
以内とし、目標値を９0％に設定し
た。

99% S S
・目標値を上回る達成率であった

ため

・速やかな通知書発行の為、提出
図書に不備が無いよう、土地家屋
調査士会との打合せ会等の機会
を通じ、会員に周知をお願いす
る。

浸水被害件数
（維持管理不足に
よるもの）

0件 0件 0件 0件

河川断面を阻害する堆積土砂の
撤去や除草・伐木を適切に行い、
維持管理の不足による浸水被害を
おこさないことを目標値として設定
した。

0件 A A
維持管理を適切に行い、維持管
理不足による浸水被害が生じな
かったため。

施設管理不備による市民への被
害が生じないよう適切な時期にパ
トロールを実施するとともに、予算
確保に向けて、引き続き予算要求
していく。

浸水被害件数
（市の管理する
一、二級河川にお
いて維持管理不
足によるもの）

0件 0件 0件 0件

市の管理する一、二級河川におい
て河川断面を阻害する堆積土砂
の撤去や除草・伐木を適切に行
い、維持管理の不足による浸水被
害をおこさないことを目標値として
設定した。

0件 A A
維持管理を適切に行い、維持管
理不足による浸水被害が生じな
かったため。

施設管理不備による市民への被
害が生じないよう適切な時期にパ
トロールを実施するとともに、予算
確保に向けて、引き続き予算要求
していく。

河川改修事業に
よる浸水対策推進
プラン完了地区数
（一、二級河川を
除く）

22地
区

21地
区

21地
区

20地
区

浸水対策推進プラン対策地区のう
ち、河川改修事業を実施する２３
地区の完了地区数
H28年度末：20地区（小坂）、H30
年度末：21地区（柏尾）、R2年度末
予定：22地区（押切・石川新町）

21地区 A A

R2に完了予定の1地区（押切・石
川新町）が完成できなかったが、
達成度は95.4%(21/22地区)となっ
ているため。

R2に完了予定の押切・石川新町
地区の工事をR3年度内に完成さ
せ、目標を達成させるよう進捗管
理を行う。



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

河
川
課

1266

河川構造物
耐震・津波
対策事業

H 26 - R 12
市

（委託）

地震、津波対策が必
要な河川施設におい
て耐震化や嵩上げ等
を実施し被害軽減を
図る。

①浜川水門及び特殊
堤の耐震化及び津波
対策
②向島排水樋管の耐
震化・津波対策
③旧大谷川排水ポン
プ及び排水樋管の耐
震化・津波対策
④浜田川、新川の津
波対策
⑤津波対策が必要な
河川へのフラップゲー
ト等の設置

①浜川の津波対
策工事（右岸取合
い）
②向島排水樋管
の耐震工事の実
施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

90,000 66,950 109,566 1.0 0.0

河
川
課

1267
海岸漂着物
等対策事業

H 2 -
市

（委託）

・海岸環境を守り、豊
かな浜辺と潤いある海
岸を蘇生させる。

　静岡海岸、清水海
岸、蒲原海岸の漂着
ごみ等を除去

①静岡海岸
②清水海岸

実施 実施
一
般

9,000 0 6,841 0.1 0.0

河
川
課

1268

特定海岸保
全施設整備
事業負担金

H 29 - H 35
補助等

（交付先）

・静岡海岸、清水海岸
の砂浜を回復し、後背
地の越波等による被
害を防ぐ。

県が施工する特定海
岸保全施設整備事業
費の1/4を負担する。

①関係機関との協
議
②負担金支払い

実施 実施
一
般

20,000 0 17,325 0.3 0.0

河
川
課

1269

巴川総合治
水対策促進
経費

－ -

市・補助
等

（委託・交
付先）

・巴川流域の水害を軽
減する。

①遊水機能保全活動
を行う土地所有者に
報償金を交付
②排水ポンプ等河川
管理施設の保守点検

①調査土地筆数
②報償金交付件
数
③排水ポンプ保
守点検（2基）

①470筆
②295件
③１回

①450筆
②283件
③１回

一
般

31,063 0 24,861 0.6 0.8

河
川
課

1270

治水交流資
料館管理運
営費

H 21 -
市

（直営・委
託）

・多発する風水害に備
え、防災体制整備を
推進するため、治水対
策事業や過去の水害
についての学びの場
を提供し、市民の防災
意識を高める。

①施設の維持管理
②一般来館者と合わ
せ、講座の開催や各
種団体の受入れ

①治水施設見学
巴川バスツアー等
の実施回数
②校外学習利活
用小学校数

①3回
②10校

①３回
②７校

一
般

7,829 0 5,171 0.8 2.6

河
川
課

1271

河川維持管
理経費（河
川海岸愛護
活動）

H 15 -
補助等

（交付先）
・河川海岸の環境保
全を図る。

　清掃等の河川海岸
愛護活動を実施する
団体に対し、報償金を
交付

対象団体 120団体 80団体
一
般

5,000 0 3,130 0.3 0.2

河
川
課

1272

・安倍川改
修促進期成
同盟会補助
金
・静岡海岸
高潮対策促
進期成同盟
会補助金
・巴川改修
促進期成同
盟会

S 47 -

市・補助
等

（直営・交
付先）

・安心で安全な街づく
りに向け、各河川、海
岸の改修事業の促進
を図る。

　同盟会の運営を行う
とともに、国、県、その
他関係機関への要望
等を行う

①役員総会開催
②補助金申請

実施 実施
一
般

557 0 501 0.5 0.0
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⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

①浜川水門及び
特殊堤の事業進
捗率
②向島排水樋管
の事業進捗率

①
100%
②
100%

①
95.9%
②
11.2%

①
86.7%
②-

①
68.8%
②-

河川構造物耐震・津波対策事業
の事業中箇所の進捗率（事業費
ベース）

①浜川水門・特殊堤
H29度末68.8％　特殊堤耐震補強
L=158m
嵩上げ詳細設計 １式
H30度末86.7％　特殊堤耐震補強
L=59m、嵩上げL=128m
R1度末95.9％
浜川水門嵩上げn=1基、左岸取合
い
R２度末100％
浜川右岸取合い
②向島排水樋管
R1年度末11.2％
函渠工、水密壁、耐震壁工
R2年度末100％
ゲート自動化、フラップゲート工
（工事内容は繰越したものを含む）

①
100%
②
68%

①Ａ
②Ｂ

B

①浜川水門・特殊提は計画どおり
達成できたが、②向島排水樋管の
ゲート自動化工事が入札不調によ
り工事着手が遅延し、計画通り達
成できなかったため。

②向島排水樋管のゲート自動化
工事は、再入札により落札し、工
事着手しており、R3年度内に完了
させるよう進捗管理を行う。

ごみの回収活動
回数
(ごみの回収活動
量)

1回
（50ｔ）

２回
（100
ｔ）

２回
（154
ｔ）

２回
（101
ｔ）

過去３年間の実績に基づき設定し
た。なお、ごみの回収量は参考値
としてカッコ書きで記載した。
令和２年度においては補助金の交
付額が減少し、清掃回数および範
囲を縮小した。

２回
（114t）

S A

補助金が例年より減少したが、漂
着ごみが比較的多かった清水海
岸に限っては、例年と同様となる2
回の回収作業を実施し、成果指標
の目標を達成したため。

海岸への漂着を当市の活動で少
なくすることには限度がある。引き
続き環境省に対して、補助金の確
保に努め、漂着物の回収を進めて
いく。

事業計画
①静岡海岸整備
工
②清水海岸整備
工

①嵩
上工
27ｍ
②根
固工
68.6
ｍ

①嵩
上工
12.7m
②根
固工
76.4
ｍ

①嵩
上工
27m
②養
浜工
8,500
㎥

①嵩
上工
27m
②嵩
上工
30m

①②静岡県の行う事業に負担金
を支出するものであり、当該年度
の事業計画を目標値として設定し
た。（海岸の状況により工法が変
更となる場合あり）

①嵩上
工36m
②根固
工73m

①S
②S

A
県の事業が予定よりも進捗した
が、負担金は当初予算内におい
て支出できたため。

県が予定計画年度内に事業が完
了できるように、県の事業進捗を把
握するとともに市予算の確保に努
め、負担金を確実に納付する。

交付対象面積の
減少割合

9% 11% 4% 12%

交付対象面積を維持したいが保
全活動への協力金であるため強
制はできない。過去三か年の交付
面積の減少割合の平均値を目標
値として設定した。

4% S A

報償金の交付を通じて、遊水機能
を保持する土地面積の減少の程
度を例年より抑えられたが、土地
面積の減少は継続しているため。

報償金の交付を通じて遊水機能
の保全の重要性についてPRして
いく

治水交流資料館
への来場者数

2,500
人

3,868
人

5,262
人

3,558
人

より多くの人々に治水事業を認識
してもらう（＝治水交流資料館の目
的）ため例年は、過去三か年の来
場者数平均値を目標値として設定
していたが、新型コロナウイルスの
感染拡大により、施設の休館、イ
ベントの中止等もあり、来館者の減
少が予想されるため、当初の目標
値の4割減の人数で設定した。

1,858
人

B A

新型コロナウイルス感染拡大によ
り、施設の休館、イベントの中止や
規模縮小、団体客（学校）の受入
制限等により目標値に届かなかっ
たが、その影響を除けば、例年の7
割を超える来館者数があり、業務
は適正に実施できたため。

引き続き新型コロナウイルス感染
拡大が継続される可能性がある
が、感染防止対策を実施したうえ
でのイベントの企画・実施するな
ど、来館者増加に向けた取り組み
を実施する。

美化活動面積 168ha 164ha 173ha 167ha

河川及び海岸の環境の保全を図
る事業であるため、美化活動実施
面積を目標値として設定した。
（過去３か年の平均値　168ha）

98ｈａ C A

新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、活動を中止した団体が
多く、目標値を達成できなかった
が、その影響を除けば例年の約6
割の活動面積があり、業務は適正
に実施できたため。

引き続き新型コロナウイルス感染
拡大が継続される可能性がある
が、河川海岸の積極的な市民自
治による環境保全を図るため、引
き続き市民に制度理解を促す。

要望活動実施回
数

3回 3回 3回 3回

事業主体である国・県（市内）、中
部地方整備局、国土交通省・県内
選出議員への要望を想定し,設定
した。

３回 A A
計画どおり、国・県（市内）、中部地
方整備局、国土交通省・県内選出
議員への要望を行った。

引き続き、各河川、海岸の改修事
業が円滑に推進するよう、国や県
に対し、効果的な要望活動を実施
する。



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

河
川
課

1273

・庵原川水系
及び波多打川
改修促進期成
同盟会補助金
・清水海岸侵
食災害防止対
策促進期成同
盟会補助
・巴川総合治
水対策促進期
成同盟会補助
金
・長尾川流域
治水対策協議
会補助金

S 47 -
補助等

（交付先）

・安心で安全な街づく
りに向け、各河川、海
岸の改修事業の促進
を図る。

　国、県、その他関係
機関に事業促進につ
いて、要望等の事業
支援を行う

①同盟会活動支
援
②補助金交付

実施 実施
一
般

695 0 317 0.4 0.0

道
路
計
画
課

1274

国道1号静
清バイパス
整備促進

- ～

市・補助
等

（直営・交
付先）

国道1号静清バイパス
の整備を促進し、広域
交通ネットワークの強
化を図る。

国土交通省による事
業の実施、事業が円
滑に推進するよう国土
交通省及び地元との
調整を図る

①要望活動
②国・地元との調
整

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

1,741,025 0 1,653,748 2.0 0.1

道
路
計
画
課

1275

中部横断自
動車道の整
備促進

- ～

市・補助
等

（直営・交
付先）

中部横断自動車道の
整備を促進し、広域交
通ネットワークの強化
を図る。

整備促進に向けた要
望活動・啓発活動の
実施並びに各同盟会
等への参加及び協力

①理事会・総会の
開催
②要望活動
③啓発活動
④シンポジウムの
開催
⑤各同盟会等へ
の参加

①実施
②実施
③実施
④実施
⑤実施

①実施
②実施
③実施
④実施
⑤実施

一
般

7,823 0 6,340 3.0 0.6

道
路
計
画
課

1276

静岡南北道
路の調査検
討

H 17 ～
市

（直営・委
託）

円滑な交通を実現す
るため、静岡南北道路
（葵・駿河ライン）整備
について調査検討す
る。

静岡南北道路整備に
ついて、事業化に向け
た検討を推進する

整備方針の検討 実施 実施
一
般

6,900 1,200 1,200 2.0 0.0

道
路
計
画
課

1277

高速道路IC
アクセス道
路整備推進

H 17 ～
市

（直営・委
託）

高速道路ICアクセス道
路の整備を推進し、広
域交通ネットワークの
強化を図る。

高速道路ICアクセス道
路の整備

要望活動 実施 実施
一
般

608,000 932,238 1,372,798 5.0 0.6
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

要望活動実施回
数

3回 3回 3回 3回

事業主体である国・県（市内）、中
部地方整備局、国土交通省・県内
選出議員への要望を想定し、設定
した。

3回 A A
計画どおり、国・県（市内）、中部地
方整備局、国土交通省・県内選出
議員に対し、要望を行った。

引き続き、各河川、海岸の改修事
業が円滑に推進するよう、国や県
に対し、効果的な要望活動を実施
する。

要望活動の実施
率

100%
（5回）

100%
（5回）

100％
（5回）

100％
（5回）

早期整備完了[清水立体整備完
了]のためには、事業主体である国
に地域の声をしっかり届けていくこ
とが重要である。このため、目標値
は、当初予定する要望活動実施
回数（5回）を100％とし、実施した
回数の割合とした。

100%
(５回)

A Ａ

国直轄道路事業の円滑な推進の
ために、国土交通省（静岡市全体
としての要望２回、建設局としての
要望１回）、中部地方整備局（1
回）、静岡国道事務所（１回）に対
し計画どおり要望活動を実施し
た。
国直轄道路事業は、事業費約63
億円が充てられ、事業の進捗が図
られた。

要望活動の実施率：100％
要望活動の実施回数：5回/5回

引き続き、国土交通省直轄道路事
業が円滑に推進するよう、国や地
元と連携し、ストック効果や住民の
声を反映させた効果的な要望活
動を実施する。

支援活動の実施
率

100％
（10
回）

129％
（18
回）

138％
（18
回）

130％
（13
回）

早期開通［南部IC～下部温泉早
川IC(R3)］のためには、事業主体
である国及び中日本高速道路
（株）に地域の声をしっかり届けて
いくことが必要である。このため、
目標値は、当初予定する理事会・
総会、要望活動、啓発活動、同盟
会等の実施、参加回数の合計（10
回）を100％とし、実施した回数の
割合とした。

100％
（10
回）

A A

令和３年９月の静岡～山梨区間の
開通を見据え、利用促進を強化す
るため、中部横断自動車道を利用
した観光冊子「しずおかプチトリッ
プ」を作成し、主に山梨県・長野県
での啓発を行った。
更に、コロナ禍ではあるものの、感
染症対策を実施した上で、
ROUTE日本海-太平洋シンポジウ
ムを開催し、多くの来場者に満足
頂く企画を実施した。

支援活動を計画10回に対し10回
実施し、事業の推進を支援した。
理事会・総会（1回）、要望活動（２
回）、啓発活動（５回）、各同盟会
への参加（２回）

支援活動の実施率：100％
支援活動の実施回数：10回/10回

引き続き、中日本高速道路㈱及び
国土交通省直轄道路事業が円滑
に推進するよう、国や地元と連携
し、ストック効果や住民の声を反映
させた効果的な要望活動を実施
する。

国庫補助制度が頻繁に変化して
いることから、事業費の確保に向
け、引き続き国の動向及び重点施
策を的確に捉え、国や地元と連携
し、ストック効果や住民の声を反映
させた効果的な要望活動を実施
する。

ICアクセス道路整備におけるアウト
カムは、事業が複数年度に及び、
単年度で評価することは困難であ
ることから、第3次総合計画政策評
価（主要道路における旅行速度、
高速道路ICから20分圏域の人口
割合）において評価する。このた
め、第3次総合計画施策目標であ
るICアクセス道路7路線の整備率
を目標とした。目標値は、現状と課
題を把握したうえで、令和４年度ま
での実施計画の見直しを行い、設
定した。
R2年度については、新規供用開
始路線がないことから、R1年度と
同様に45.63％とした。

45.63% A Ａ

（主）清水富士宮線、（主）井川湖
御幸線、（都）静岡駅賤機線、
（主）山脇大谷線について事業の
進捗を図った。

ＩＣアクセス道路の整備率：45.63％
整備率：4.75km/10.41km

ICアクセス道路の
整備率

45.63% 45.63% 32.80% 22.29%



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

道
路
計
画
課

1278
国道・県道
の整備推進

- ～
市

（直営・委
託）

国道・県道の整備を推
進し、道路網の整備に
よる交通機能向上を
図る。

国道・県道の整備 実施
一
般

2,748,196 1,417,725 3,443,634 22.2 2.3

道
路
計
画
課

1279
市道の整備
推進

- ～
市

（直営・委
託）

市道の整備を推進し、
道路網の整備による
交通機能向上を図る。

市道の整備 実施
一
般

3,558,974 1,794,933 3,282,179 25.6 2.9

道
路
計
画
課

1280

都市計画道
路の整備推
進

- ～
市

（直営・委
託）

都市計画道路の整備
を推進し、道路網の整
備による交通機能向
上を図る。

都市計画道路の整備 実施
一
般

1,478,927 748,938 1,579,392 10.8 1.3

道
路
計
画
課

1281

（都）羽衣海
岸線、（都）
清水港三保
線の整備推
進

H 16 ～
市

（直営・委
託）

三保松原のアクセス道
路の整備を推進し、交
通機能向上を図る。

（都）羽衣海岸線、
（都）清水港三保線の
整備

実施
一
般

375,700 36,236 339,659 3.5 0.4

道
路
計
画
課

1282

新東名高速
道路の整備
促進

- ～

市・補助
等

（直営・交
付先）

新東名高速道路の整
備を促進し、広域交通
ネットワークの強化を
図る。

整備促進に向けた要
望活動の実施並びに
各同盟会等への参加
及び協力

①要望活動
②各同盟会等へ
の参加

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

779 0 333 3.0 0.6

道
路
計
画
課

1283

道の駅宇津
ノ谷峠維持
管理経費

H 11 ～
市

（直営・委
託）

道の駅宇津ノ谷峠の
維持管理

管理委託（植栽・修
繕・消耗品購入・浄化
槽管理・ごみ収集等）

①施設の管理委
託の実施
②実施内容の検
査・指導

①１回
②12回

①１回
②12回

一
般

13,433 0 8,042 2.0 0.1

道
路
保
全
課

1284

自転車走行
空間ネット
ワーク整備
事業

H 27 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

自転車に関連する交
通事故を防止するた
め、安全・快適な自転
車走行空間を整備す
る。

安全かつ安心に走行
できる自転車走行空
間の整備

自転車走行空間
整備延長

21.8km 14.3km
一
般

324,920 174,369 212,460 3.1 0.4

道
路
保
全
課

1285
交通安全施
設整備事業

H 27 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

交通事故の防止や、
歩行者等の安全で円
滑な移動を確保する。

通学路交通安全プロ
グラム等計画に基づ
いた道路管理者による
安全対策の実施

通学路歩行空間
整備延長

5.1km 9.0km
一
般

879,979 665,077 1,206,968 9.7 1.3

道
路
保
全
課

1286

バリアフリー
道路特定事
業（清水駅、
草薙駅、安
倍川駅周辺
地区）

H 27 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

生活関連経路のバリ
アフリー化を図ることに
より、全ての人が安心
して、自由に移動でき
る歩行空間の形成を
推進する。

バリアフリー重点整備
地区内における道路
のバリアフリー化事業

主な生活関連経
路の整備延長

0.86km 0.66km
一
般

20,000 147,609 161,825 0.3 0.0

要望活動 実施
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⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

支援活動の実施
率

100％
（2回）

100％
（4回）

100％
（4回）

100％
（4回）

早期開通〔御殿場JCT～伊勢原大
山IC（R5)〕、及び、それ以東の区
間の早期事業化のためには、事業
主体である国及び中日本高速道
路㈱に地域の声をしっかり届けて
いくことが必要である。このため、
目標値は、当初予定する要望活
動、同盟会等の実施、参加回数の
合計（2回）を100％とし、実施した
回数の割合とした。

100%
(２回)

A A

令和２年12月22日、御殿場JCT～
浜松いなさＪＣＴ間において、６車
線化工事が完成した。
要望活動（1回）の実施、及び、同
盟会（1回）へ参加した。中日本高
速道路㈱の事業の円滑な推進の
ための支援活動を計画どおり完了
した。

支援活動の実施率：100％
支援活動の実施回数：2回/2回

引き続き、中日本高速道路㈱の事
業が円滑に推進するよう、国や地
元と連携し、ストック効果や住民の
声を反映させた効果的な要望活
動を実施する。

施設管理による利
用者満足度

80% - 91% 111%

本事業は、道の駅を適切に維持
管理し、利用者に継続的なサービ
スを提供することを目的としてい
る。維持管理による利用者の満足
度が高水準を維持できるよう目標
値を設定した。

― ― A

例年、年度末に利用者へのアン
ケート調査を実施又は全国道の駅
連絡会が実施する利用者満足度
調査を活用して評価を行っている
が、新型コロナウイルス感染症拡
大防止により、双方とも実施するこ
とができなかった。
日常の維持管理業務の徹底によ
り、利用者からの苦情等が年間を
通して１件も発生しなかったことか
ら、目標を達成したと判断する。

 引き続き、管理業務を適切に実
施する。

自転車走行空間
ネットワークの整
備率

61.5% 55.5% 51.1% 45.0%

静岡市自転車走行空間ネットワー
ク整備計画に基づき、自転車の走
行方向や位置を明示する整備を
全体計画419.4kmのうち258.0km
の整備完了を目標値として設定し
た。

58.9% A A

矢羽根の設置や交差点改良な
ど、自転車走行空間の整備形態
について検討し構造を決定した。
また、交通管理者や沿道関係者と
の協議を含む設計業務を実施し、
計画通り工事を進め概ね目標を達
成した。

山間部のサイクリングコースとして
ニーズのある路線について、自転
車利用者の安全を確保するため、
注意喚起を図る整備を推進する。

小学校から半径
500ｍ以内におけ
る通学路の歩行
空間整備率

58.1% 56.2% 54.4% 52.5%

静岡市通学路交通安全プログラム
に基づき、小学校周辺の通学路に
おける歩行空間整備延長を全体
計画274.4kmのうち159.4kmの整
備完了を目標値として設定した。

59.5% A A

路肩のカラー化や路面標示など歩
行空間の安全対策について検討
し構造を決定した。
また、交通管理者や沿道関係者と
の協議を含む設計業務を実施し、
計画通り工事を進め目標を達成し
た。

計画に沿った整備を進めるために
関係機関と早期に協議調整を完
了し、円滑な事業進捗に努める。

清水駅、草薙駅、
安倍川駅周辺地
区の主な生活関
連経路におけるバ
リアフリー化率

81.0% 73.0% 69.4% 42.6%

バリアフリー基本構想に基づき、Ｊ
Ｒ安倍川駅、清水駅、草薙駅周辺
地区の主な生活関連経路に指定
されている10.77kmのうち、8.72km
の整備完了を目標値として設定し
た。

79.1% A A

歩道の段差解消や誘導ブロック設
置個所などの整備形態について
検討し構造を決定した。
また、交通管理者や沿道関係者と
の協議を含む設計業務を実施し、
計画通り工事を進め目標を達成し
た。

重点整備地区内の主な生活関連
経路には、旧基準による構造のた
め移動円滑化基準に不適合な路
線があるため、バリアフリー化整備
を推進する。

都市計画道路の
整備率

82.28% 82.28% 82.28% 79.10%

市内道路の整備におけるアウトカ
ムは、事業が多岐に及び統一した
指標を設定することや、単年度で
評価することは困難であることか
ら、第3次総合計画政策評価（主
要道路における旅行速度、高速道
路ICから20分圏域の人口割合）に
おいて評価する。このため、第3次
総合計画施策目標である都市計
画道路の整備率を目標とした。目
標値は、現状と課題を把握したう
えで、令和4年度までの実施計画
の見直しを行い、設定した。
R2年度については、新規供用開
始路線がないことから、R1年度と
同様に82.28％とした。

82.33% A Ａ

国・県道については国道150号、
（主）清水富士宮線等88箇所、市
道については（市）羽衣海岸線等
249箇所、都市計画道路について
は（都）日出町高松線等12箇所に
ついて目標年度の供用開始に向
け事業の進捗を図った。
（都）手越石部線について交通安
全事業（道路保全課所管予算）の
完了により、整備率の進捗が図ら
れたため、都市計画道路の整備
率：82.33％とした。

国庫補助制度が頻繁に変化して
いることから、事業費の確保に向
け、引き続き国の動向及び重点施
策を的確に捉え、国や地元と連携
し、ストック効果や住民の声を反映
させた効果的な要望活動を実施
する。



会

計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

道
路
保
全
課

1287
無電柱化事
業

－ ～
市

（直営・委
託）

大規模災害時に備え
道路の防災機能の強
化を主眼に、安全・安
心な歩行空間の確保
などに寄与する路線
の無電柱化を推進す
る。

無電柱化推進計画に
基づく整備区間の電
線共同溝事業の実施

（国）149号ほか１
路線電線共同溝
整備工事の進捗

設計完
了

設計完
了

一
般

216,010 51,202 57,636 1.4 0.2

道
路
保
全
課

1288
道路橋の維
持管理

Ｒ 1 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

法定点検結果による
道路橋の補修を実施
し、さらに予防保全に
よる補修を実施するこ
とで増大する維持管
理費を縮減し、道路橋
を長寿命化させる。

健全な状態を維持し
ていくため、計画に基
づく道路橋の補修の
実施

法定点検結果に
基づく道路橋の補
修

38橋 41橋
一
般

1,947,240 841,233 1,752,971 19.6 2.7

道
路
保
全
課

1289
道路橋の耐
震補強

Ｒ 1 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

災害時等に損傷を最
小限に抑え、迅速な
救命救急や円滑な広
域支援の受け入れが
できるよう地震に対す
る道路橋の安全性向
上を図る。

緊急時においても交
通機能が発揮される
強靭な道路網を構築
するための道路橋の
耐震化

耐震性能が満足
でない重要ネット
ワーク上の道路橋
の耐震化完了数

7橋 4橋
一
般

962,870 494,373 1,039,812 10.6 1.4

道
路
保
全
課

1290
道路舗装整
備事業

Ｒ 1 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

安心して道路を利用
できる環境を将来に渡
り持続的に保全するた
め、健全化計画による
効果的・効率的な舗
装補修を推進する。

快適な走行空間を確
保するための舗装の
打換えや補修

①工事箇所数
②計測延長

①71箇
所
②270㎞

①82箇
所

②270㎞

一
般

2,202,780 326,371 1,578,254 19.9 2.6

道
路
保
全
課

1291

道路自然災
害防除事業
（法面）

H 27 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

山間地の道路におい
て落石や崩落等によ
る危険を軽減し道路
利用者の安全を確保
するため、災害防除施
設の整備を推進する。

道路法面で発生する
落石や崩壊、地すべり
等の自然災害を防除
するため、防災点検を
実施し結果に応じた法
面対策の設計・施設
整備及び老朽化対策

緊急輸送路上の
緊急・早期に対策
が必要な危険箇
所の
①測量設計箇所
数
②工事箇所数

①2件
②3件

①2件
②3件

一
般

743,213 495,388 742,356 8.0 1.0

道
路
保
全
課

1292
道路トンネル
補修事業

Ｒ 1 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

施設の老朽化に対応
し、安全な通行空間を
持続的に確保するた
め、健全化計画に基
づく効果的・効率的な
点検・補修を推進す
る。

点検の着実な実施と
診断結果に基づくトン
ネル補修事業

①点検箇所数
②緊急措置段階
未対策箇所数

①4トン
ネル
②0トン
ネル

①4トン
ネル

②0トン
ネル

一
般

490,800 417,993 726,722 5.5 0.7

道
路
保
全
課

1293

道路情報等
提供システ
ム事業

－ ～
市

（直営・委
託）

道路の情報をいち早く
収集、管理するととも
に、市民等への情報
提供の内容を充実さ
せるため、道路情報等
提供システムを構築す
る。

「しずみちinfo」を核
に、システムの各防災
機能を強化し、道路防
災の拡充を図る

「しずみちｉｎｆｏ」
ホームページアク
セス数

38万回 14万回
一
般

0 0 0 0.1 0.0

道
路
保
全
課

1294
道路附属施
設更新事業

Ｒ 1 ～Ｒ 4
市

（直営・委
託）

点検により補修が必要
と判定された道路照明
灯の内、「水俣条約」
により製造が禁止とな
る水銀を使用した照明
灯を優先的にLED照
明に交換することで、
環境負荷軽減、コスト
縮減を図る。

老朽化した水銀灯を
LED化

点検により補修が
必要とされる道路
照明灯（水銀灯）
のLED化数

165基 228基
一
般

143,200 425,646 489,594 1.7 0.2
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⑪
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⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

（国）149号ほか１
路線電線共同溝
整備工事の進捗

設計
完了

- - -

静岡市無電柱化推進計画に基づ
き、道路の防災機能強化、安全・
安心な歩行空間確保などに寄与
する計画路線について、設計業務
の完了を目標値として設定した。

設計完
了

A A

電線共同溝に入溝を予定する電
線管理者と、管路条数等について
協議し、構造を決定した。
また、沿道関係者や交通管理者な
どとの協議を実施し、計画通り設
計業務の進捗を図った。

無電柱化事業実施には、電線管
理者や占用者を含め多くの関係
者との協議・調整を必要とするた
め、早期に協議調整を完了し、円
滑な事業進捗に努める。

健全化対策として
の補修工事完了
率

51.6% 21.4% ― ―

法定点検結果を反映させた道路
構造物維持管理計画（道路橋編）
のアクションプランにおいて、令和
４年度末までに補修を必要とする
道路橋126橋のうち、65橋の工事
完了を目標値として設定した。

54.0% A A
点検及び補修設計を前倒しで実
施したことにより、円滑に工事を実
施することができた。

点検及び補修設計を前倒しで実
施し、工事ストックを増やし、併せ
て各種協議などを行い、柔軟な発
注体制を構築することにより、事業
の進捗を図る。

耐震性能が満足
でない重要ネット
ワーク上の道路橋
の耐震化完了率

93.2% 88.5% ― ―

道路橋耐震化計画では、災害発
生時に早急な復旧活動が実施で
きるよう緊急輸送路等の特に重要
なネットワーク上に架かる道路橋の
耐震化を、令和４年度末までに
148橋の対策完了とするうち、138
橋を目標値として設定した。

91.2% A A

橋りょう工事は河川区域での工事
が多く、河川管理者等との協議に
時間を要したことから、目標値をや
や下回った。

健全化事業と耐震化事業の一体
的な整備を実施する。
設計を前倒しで実施し、工事ストッ
クを増やし、併せて各種協議など
を行い、柔軟な発注体制を構築す
ることにより、事業の進捗を図る。

主要幹線道路に
おける舗装打換え
が必要となる舗装
延長の割合

15％
未満

12.6% 13.8% 11.6%

第３次総合計画において、「主要
幹線道路における舗装更新が必
要となる割合として現状水準の15%
維持」を目標として掲げており、こ
れに基づき、目標値を設定した。

11.6% A A

健全化を推進するための補修工
事を計画的に実施できた。予定し
ていた工事箇所の工事を実施する
ことができた。

舗装の劣化速度に対応できる補
修予算の確保に向けて、国の動向
や重点施策を踏まえた有効的な
補助制度の活用に努め、計画的
な舗装修繕を実施していく。

緊急輸送路上の
緊急・早期に対策
が必要とされる箇
所の解消率

83.3% 66.7% 53.3% 33.0%

危険箇所解消を目的とした事前防
災減災対策を推進するため、全30
箇所のうち25箇所の対策完了を目
標値として設定した。

83.3% A A

災害防除施設の整備を推進する
ための測量設計を計画的に実施
できた。また、施設整備についても
25箇所の対策が完了し、計画どお
りに事業進捗が図られた。

事業実施に当たり用地取得に時
間を要することが予測されるため、
測量設計段階における用地の事
前調査を十分に行う必要がある。
計画箇所以外でも、変状が確認さ
れた危険な箇所の対策も並行して
実施しており、引き続き必要予算
の確保に務める。

２巡目点検実施率 12.9% 0.0% - -

令和元年度から令和５年度の５年
間で35トンネルの２巡目点検を完
了させる計画である。令和４年度
末までに31箇所の点検完了とする
うち、当該年度では点検対象とな
る４トンネルを目標値として設定し
た。

12.9% A A
計画通り点検業務を実施すること
ができた。

トンネルの維持管理は事後保全型
を主体としており、点検の着実な
実施により補修が必要な損傷を発
見することが重要であることから、
引き続き２巡目点検を計画的に実
施し、必要な補修を実施する。

IoTを活用したアン
ダーパス冠水情報
の取込機能の整
備率

89.0% 89.0% 89.0% 78.0%

冠水の危険があるアンダーパス
（全18箇所）において、冠水水位
データを監視できる箇所率を設
定。
今年度は、残り２箇所の整備（R３
整備予定）に向けて静岡国道事務
所と調整を行うため、昨年度の実
績値と当該年度の目標値に変更
なし。

89.0% A A

静岡国道事務所と残り２箇所の整
備に向けて調整を実施し、令和３
年度から整備の着手が可能となっ
た。

令和３年度は２箇所のアンダーパ
スについて整備を行い、すべての
アンダーパスにおいて冠水監視が
可能となるよう取り組んでいく。

点検により補修が
必要とされる道路
照明灯（水銀灯）
のLED化率

49.9% 33.8% - -

点検により補修が必要と判定され
た道路照明灯661基を令和４年度
までにすべてLED化させる中、330
基の更新を目標値として設定し
た。

68.4% S S

道路照明灯（水銀灯）のLED化の
推進にあたり、現地調査や発注手
配が円滑に進んだことによって、
目標値を大きく上回った。

「公共施設等適正管理推進事業
債」を活用してLED化を推進して
いるが、事業期間が令和３年度末
までであるため、令和４年度の予
算確保に向けて国の動向を注視
するとともにその他の財源を活用
することも検討していく。
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事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
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職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑧事業費 ⑨人工⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

①

所

属

名

№

指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

道
路
保
全
課

1295

道路サポー
ター制度の
推進

H 18 ～
市

（直営・委
託）

市民・企業との協働・
連携による道路の維
持管理・活用を推進す
る。

道路サポーターの拡
充

①ホームページや
チラシによる周知
②活動資機材の
貸与及び支給

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
3,476 0 2,796 0.1 0.0

道
路
保
全
課

1296
道路施設維
持管理事業

－ ～
市

（直営・委
託）

静岡市が管理する延
長3,195kmの国県道
及び市道等を安全に
かつ快適に利用でき
るよう、適切な維持管
理を推進する。

道路施設の経常的な
維持管理や修繕等の
実施

①要望苦情受付・
修繕委託の実施
②通常道路パト
ロールの実施距離
③土木施設監視
センターでの遠隔
監視

①実施
②54,000
㎞/年
③365日

①実施
②54,000
㎞/年
③365日

一
般

3,146,611 24,570 2,788,641 34.9 4.6
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⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達

成

度
実績値

当該年
度の目
標値

指標名

道路サポーター登
録団体数

140団
体

130団
体

131団
体

124団
体

市民協働による道路の維持管理・
活用推進のために、第３次総合計
画において、令和３年度までに150
団体の登録を目標値として掲げて
おり、当該年度は計画値である
140団体の登録を目標値とした。

131団
体

A A

当該年度はチラシの配布等による
周知を実施した結果、６団体の新
規登録があったが、企業の方針転
換などを理由に５団体の脱退が
あったため。

愛護団体については高齢化等、
企業については業務方針の転換
等を理由に、脱退する団体が見受
けられるため、活動の継続を呼び
掛けていく。

災害を除く道路管
理瑕疵事故件数

35件
以下

20件 17件 32件

道路パトロールの充実や各整備課
との連携強化により、近年の管理
瑕疵事故件数を35件以下に抑え
ており、同水準の達成を目標値と
した。

30件 A A

道路パトロール等による危険箇所
の早期発見及び早期の補修対応
により、目標値を達成することがで
きた。

今後も継続して道路パトロールを
行い、危険箇所の早期補修を実
施し、管理瑕疵事故の防止に努め
る。


